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＜連結決算概要＞

・売上収益は１兆1,060億円。

前年比 + 778億円、7.6％の増収となりました。

・営業利益は、867億円と、前年比 + 45億円、5.5％の増益です。

・受取配当金などの金融収支や為替差損益、

持分法による投資利益を含む税引前利益は、1,070億円と、

前年比 + 127億円、13.5％の増益となりました。

・当期利益は、739億円。前年比109億円、

17.2％の増益となりました。
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＜得意先売上＞

トヨタグループ向け

軽自動車を中心とする国内車両生産の減少により、

売上は微増にとどまりました。

トヨタグループ以外日系カーメーカ向け

・ホンダは、主に北米や中国での車両生産の増加や直噴製品の拡販により、

・マツダは、車両生産の増加や

SKYACTIV用ディーゼルのコモンレールシステムの拡販により、

それぞれ売上は増加しました。

海外カーメーカー向け

・フィアット・クライスラーは、欧州での車両生産の増加により、

・現代・起亜は、エアコン製品の拡販により、

それぞれ売上が増加しました。
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＜製品別売上＞

パワトレイン

北米、欧州地域での車両生産増加や

ガソリン直噴製品の拡販により、売上が増加しました 。

熱

欧州での車両生産増加により売上が増加しました。

情報安全

メータや安全製品の拡販により、売上は増加しました 。
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＜営業利益の増減要因＞

主な点は以下の通りです。

マイナス要因

①償却費増 ▲51億円は、

アジアを中心とする海外での能力増強投資によるものです。

②経費増 ▲50億円は、日本での研究開発費等の増加によるものです。

③労務費増 ▲35億円は、新興国での賃金増加によるものです。

プラス要因

①操業度差益 ＋40億円は、

北米・欧州を中心とする生産の増加や拡販によるものです。

②合理化努力 ＋40億円は、コストダウンや生産性向上によるものです。

③為替差益 ＋185億円は、主にドルで 19円の円安によるものです。

以上により、営業利益は867億円となりました。
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＜地域別の売上・営業利益(円貨ベース)＞
次ページにて、現地通貨ベースで説明
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＜地域別の売上・営業利益(現地通貨ベース) ＞
日本

・売上は、軽自動車を中心とする車両生産の減少により、

前年比▲1.5% の減収となりました。

・利益については、売上減少による操業度差損や、

研究開発費の増加により、前年比 ▲14.7% の減益となりました。

日本以外(現地通貨ベース)
・北米、欧州では、生産の増加や拡販により増収・増益となりました。

・アジアでは、東南アジアでは生産が減少しましたが、

中国での生産の増加や拡販もあり、

全体としては増収・増益となりました。
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＜上期予想＞

第1四半期の業績と、自動車市場の動向を踏まえ、

営業利益予想を、上方修正いたします。

上期の売上収益は、当初予想に対し、

為替の影響により800億円増加の２兆2,400億円、

営業利益は100億円増加の、1,700億円といたします。

前提条件として、

上期の為替レートは、ドル122円、ユーロ135円と想定しております。
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＜上期予想の営業利益増減要因＞

償却費、経費、労務費などの増加がマイナス 511億円。

操業度差益、合理化努力等により、プラス 713億円。

営業利益は前年比202億円増加し1,700億円となる見込みです。

なお、その他収支+98億円のうち主なものは、

過年度発生した一過性費用の反動増によるものです。
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＜上期予想の売上・営業利益(円貨ベース)＞
次ページにて、現地通貨ベースで説明
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＜上期予想の売上・営業利益(現地通貨ベース)＞
日本とその他の地域は、減収減益、

北米、欧州、アジアは、増収増益となる見込みです。
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＜通期予想＞

通期予想は、売上収益４兆4,700億円、

営業利益は、下期のアジア・中国での減速を考慮し、

3,800億円に据え置きます。

前提条件として、通期の為替レートは、ドル119円、ユーロ130円と想
定しております。



13



14



15



16



17



18



19



20


